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研究成果の概要（和文）：本研究はグローバル化した金融資本主義の矛盾が明らかになる一方、

民主政治による政策決定が円滑に進まないという困難な状況において、民主政治をどう再生さ

せるかという問いに取り組んだ。基礎的な再分配政策に加えて、雇用、生活支援などのサービ

スを市民社会の自発性を引き出す形で展開することで、新たな福祉国家モデルを追求するとい

うのが 21世紀的な危機に対する処方箋となることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project tackled the most serious challenge to

democracy in the age when traditional democratic politics appears paralyzed in face of
tremendous difficulties caused by collapse of globalized financial capitalism. Can
democracy survive and remain relevant to public issues? Our answer to this big problem is
following: We can create a new model of welfare state towards 21st century crisis by placing
public services for activation delivered by civic spontaneity on the basis of minimum
redistribution by the traditional institutions.
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直接経費 間接経費 合 計

２００７年度 17,800,000 5,340,000 23,140,000

２００８年度 29,000,000 8,700,000 37,000,000

２００９年度 9,900,000 2,970,000 12,870,000

２０１０年度 9,400,000 2,820,000 12,220,000

２０１１年度 9,700,000 2,910,000 12,610,000

総 計 75,800,000 22,740,000 98,540,000
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１．研究開始当初の背景
2000 年代に入って、アメリカ、日本を中心

に新自由主義と言われる経済理論に基づい
て小さな政府を目指す政策転換が進められ
た。しかし、こうした政策は雇用の不安定化、
不平等の拡大と貧困の増加などの大きな弊
害を伴うことも明らかになった。他方、民主
政治は形骸化し、政策のもたらす効果に関す

る十分な討論がないままにメディア戦略の
巧拙によって選挙結果が決まるという状態
が現れた。

こうした危機状況に対して、社会的公正を
回復し人間の尊厳を守るための政策を実現
することはいかに可能かという大きな問い
が、政治学に突きつけられることとなった。
グローバルな資本の暴走がもたらす問題に
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対処し、市民の合意を形成する討論と決定の
仕組みをどう再構築するかが、21世紀の政治
学にとっての最大の課題となったのである。

研究代表者（山口）は、2002 年度から５年
間にわたって、科学研究費（学術創成研究）
を得て、グローバル化がもたらす民主政治の
変容に関して学際的な研究を行ってきた。そ
の成果の延長線上で、政治学に焦点を絞って、
経済政策における新自由主義的潮流の隆盛、
主権国家の政策的能力の低下という問題状
況の中で、平等という価値を民主政治の中で
いかに再生するかという課題に取り組むこ
ととなった。

２．研究の目的
本研究は、20 世紀末から 21 世紀にかけて

先進国の民主主義を襲った大きな環境変動
の中で、問題解決の政策を構想し、それに関
する国民・市民の合意を形成し、政策を実行
できる民主政体（democratic governance）
を構想することを目的としている。したがっ
て、その問題整理に対応して、政策内容に関
するイノベーション、市民の政治参加を誘
発・整序するための理念の深化、市民参加に
基づく決定と実施の新たな政体の構想とい
う３点が研究テーマの柱となる。それぞれを
敷衍すれば、以下のようになる。
（１）公共政策のイノベーション

現状分析においては、財政や社会保障など
の政策が持続不可能という懐疑が社会に広ま
るにつれて、政治に対する期待水準が低下し、
小さな政府への支持が拡大するという論理連
関が想定される。これに対して、持続可能な
再分配政策と公共政策の信頼回復の方途を考
察する。
（２）市民社会民主主義の理念の彫琢

政治の有効性への信頼回復、リスクを共有
する者同士としての連帯の回復を柱に、市民
社会の自発性を基盤とする福祉国家を基礎づ
けるために、新たな政治理念としての市民社
会民主主義を具体的に深める。
（３）社会的ガバナンスの構想

従来の再分配政策が、既得権集団によるコ

ーポラティズムや圧力政治に堕したことが、

新自由主義による既成政治批判の論拠を提供

した。こうした問題を克服するために、透明

性と参加を確保した政策形成システム、さら

に市民参加による低コストの政策実施システ

ムのあり方を考察する。

３．研究の方法
本プロジェクトにおいては、図に示したよ

うに、新たな政治理念、具体的な政策構想、

参加と決定のための政治システムという３

つのテーマを柱に、調査と討論・考察を展開

してきた。

政治理念に関しては、政治理論・思想の研
究者を中心とした討論の蓄積、とくに熟議民
主主義に関する検討を深めた。一部の研究者
の在外研究の成果も反映し、欧米における最
新の政治学研究の動向をふまえ、市民参加に
よる討論の現実的可能性について考察を展
開した。

政策構想については、グローバル化の圧力
や小さな政府という政治潮流という共通の
課題に直面しているヨーロッパの研究者と
の国際的討論を展開し、社会民主主義的な理
念を共有する研究者の国際的ネットワーク
を構築した。また、経済政策の専門家と政治
学者との学際的な議論を通して、平等を実現
するための政策のあり方に関して、考察を深
めた。

また、政治システムの構想に関しては、大

規模な社会調査、地域レベルにおける実態調

査を通して、マクロ、ミクロ両面における市

民意識の現状把握を行い、市民の政策的選好

や政治参加に関する意欲の方向性を明らか

にした。それをもとに、有意義な参加の可能

性に関して、民主主義論、地方自治論、政党

論などの多分野の研究者による討論によっ

て考察を深めた。

４．研究成果
偶然ではあるが、本プロジェクトの５年間

は、リーマンショックと世界的金融危機、ア
メリカと日本における政権交代、さらに３・
１１、東日本大震災と福島第一原発事故とい
う政治、経済、自然環境、科学技術などの各
面において、根源的な変動が起こった時期と
も重なることとなった。さらに、日本におい
ては政権交代以後の政党政治への不信の蔓
延、地方政治レベルにおける新たなポピュリ
ズムの台頭という危機的な状況も現出する
中での研究の展開となった。そのような同時
代的な課題が次々と突きつけられる中で、本
プロジェクトは、市民社会と社会民主主義の
接合というテーマについて理論的な検討と、



日本政治に関する政治システム及び政策体
系に関するモデルの提起を行った。

第１の理念という課題に関しては、思想家
の柄谷行人氏の研究会参加を契機として、同
氏が『世界史の構造』で提示した互酬的共同
体の理念に触発され、同時に東日本大震災の
復興における市民社会の活動に関する実態
調査とそれに基づく分析も進めた。このよう
な理論、現実の両面に基礎を置いて、災害等
の物理的なリスク、社会的排除や社会保障の
脆弱化という社会的なリスクを社会全体で
受け止めるための社会連帯的政治モデルが
提起された。柄谷氏の哲学的な理念提起を、
政治学の側で最も真摯に受け止め、それを、
具体性を高める形で民主主義論、市民社会論
として展開したところに、本プロジェクトの
特徴がある。

第２の政治システムという課題に関して
は、2009年の政権交代の前後における日本政
治の連続と変化に関する実証的な研究を蓄
積し、それに基づいて、政党政治によって政
策転換を進めることの可能性と限界につい
て考察した。

そこでは、右派、左派の二大政党間での政
権交代によって自由主義－社会民主主義の
間で政策の振り子を往復させるという 20 世
紀的な政権交代モデルがもはや成功しない
ことを明らかにした。その背景に、日本の場
合、政治主導というスローガンが前面に出す
ぎたあまり、政党政治が他のアクターとの連
携を求めるのではなく、自己完結的な政権運
営を追求し、調整能力の限界を超えたという
事情が存在した。

同時に、市民活動育成策の拡大などの政策
転換の成功事例の分析を通して、政党政治と
市民社会との連携が政策実現の鍵となるこ
とも明らかにされた。また、社会連帯理念を
社会、経済政策として具現化するための条件
についても考察を進め、社会保障政策、雇用
政策などを題材として、政権交代を挟んで、
日本において新自由主義的経済政策からの
転換がどの程度、どのように進んだのかを明
らかにした。

第３の政策モデルに関しては、福祉政治を
具体化する政策体系に関する検討を進めた。
また、全体の総括として、イギリスの労働党
政権における経済政策の指導者であったウ
ィル・ハットン氏を招いて国際会議を開き、
全員参加型資本主義の日本的モデルに関し
て討論を行い、考察を深めた。

以上に述べたように、政治の現実や３・１１

大震災という社会の現実に随伴しながら、戦

後日本、あるいは 20 世紀後半の先進国の政

党政治、福祉国家のモデルの限界を明らかに

しつつ、次なるパラダイムを構築するという

作業の基礎が固まった。
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